
 

 

名護市公募型指名競争入札実施要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、名護市が発注する建設工事（建設業法（昭和24年法律第100号）第２

条第１項に規定する建設工事をいう。以下「工事」という。）に係る公募型指名競争入札

の実施に関し、名護市契約規則（平成48年規則第19号）及び名護市建設工事競争入札参

加者資格及び指名基準等に関する規則（平成30年規則第１号）に定めるもののほか、必

要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

⑴ 選定委員会 名護市建設工事等請負業者選定委員会の設置及び運営に関する規程

（平成元年訓令第１号）に規定する名護市建設工事等請負業者選定委員会をいう。 

⑵ 入札参加希望者 工事に係る公募型指名競争入札への参加を希望する者をいう。 

⑶ 事業担当部長 工事を発注しようとする担当の部署の部長をいう。 

⑷ 選定案件 設計価格が1,000万円以上のものをいう。 

（対象工事） 

第３条 公募型指名競争入札の対象工事は、選定委員会で定める。 

 （入札参加資格要件） 

第４条 入札参加希望者は、次に掲げる要件の全てを満たしていなければならない。 

 ⑴ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者である

こと。 

 ⑵ 対象工事について名護市入札指名人名簿に登録されている者であること。 

 ⑶ 名護市内に本店を有する者であること。 

 ⑷ 名護市指名停止等事務処理要綱（平成20年告示第93号）に基づく指名停止期間中で

ないこと。 

⑸ 名護市指名停止等事務処理要綱による警告等を受けた者であって、当該警告等に基

づき要求された内容を履行中の者でないこと。 

 ⑹ 入札参加資格に基づく改善指示を受けた者であって、当該改善指示要求による指名

除外措置を受けていないものであること。 

 ⑺ 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更正手続又は民事再生法（平成11年法

律第225号）に基づく再生手続中の者でないこと。 

⑻ 公告日の３カ月前から入札日までの間に不渡り等を生じていない者（前号に該当す

るものを除く。）であること。 

２ 前項に掲げるもののほか、選定委員会は次に掲げる事項について工事ごとに要件とし

て付すものとする。 

⑴ 建設業法第３条に定める建設業の許可の区分に関する事項 

⑵ 工事に係る技術者の配置に関する事項 

⑶ 建設業法第27条の23第１項に定める経営事項審査の結果に関する事項 

⑷ 格付等級に関する事項 

⑸ 工事成績評定に関する事項 

⑹ 同種・類似工事の施工実績に関する事項 

⑺ 手持工事に関する事項 

⑻ 共同企業体による施工に関する事項 

⑼ 前各号に掲げるもののほか、工事の施工にあたり市長が必要と認める事項 

（入札参加を希望できない者） 

第５条 公募型指名競争入札に入札参加を希望できない者は、次に掲げる者とする。 

⑴ 当該年度において、予定価格1,000万円以上の同工種の工事を既に受注した者 



 

 

⑵ 同工種の工事を前年度から繰越して受注中の者であって、入札日の前日までに完成

検査が行われていない者 

⑶ ２以上の同工種の発注案件に対して入札参加希望をした者（公募型によらない指名

競争入札において指名された者を含む。）であって、先に行われる入札を落札した者（第

11条の規定による落札が決定した者をいう。）は、その後に行われる入札案件を落札す

ることができない。 

２ 前項の規定にかかわらず、公募する段階において入札参加希望者があらかじめ少ない

ことが明らかであると認められる場合は、市長は、選定委員会に諮った上で次に掲げる

措置を行うことができる。 

⑴ 当該年度において同工種の工事を受注した者のうち、当該受注中の工事の完成検査

が入札日の前日までに行われる者を応募させること。 

⑵ 受注中の同工種の工事の進捗率が、次条に規定する入札参加資格要件審議依頼書（様

式第１号）の提出期限日までに80パーセント以上の者を応募させること。 

（選定委員会の審議） 

第６条 事業担当部長は、選定案件について、公募型指名競争入札の方法により工事を発

注しようとするときは、入札参加資格要件審議依頼書（様式第１号）により選定委員会

に入札参加資格要件について諮らなければならない。 

２ 選定委員会は、前項の規定により審議した結果を、入札参加資格要件審議結果通知書

（様式第２号）により事業担当部長に通知するものとする。 

（入札の公告） 

第７条 市長は、公募型指名競争入札を実施しようとするときは、次に掲げる事項につい

て公告を行うものとする。 

⑴ 入札に付する事項 

⑵ 入札参加資格要件に関する事項 

⑶ 入札保証金及び契約保証金に関する事項 

⑷ 入札参加の手続に関する事項 

⑸ 入札の日時及び場所に関する事項 

⑹ 入札の無効に関する事項 

⑺ その他市長が特に必要と認める事項 

２ 前項の入札の公告は、別紙の例による。 

３ 公告は、次に掲げる方法により行うものとする。 

⑴ 名護市役所の掲示場での公示 

⑵ 市ホームページへの掲載 

⑶ 総務部における閲覧 

（入札参加申請） 

第８条 入札参加希望者は、公募型指名競争入札参加申請書（様式第３号）に必要書類を

添えて、市長が指定する日までに提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、受付簿（様式第４号）により、受付

を行う。 

（指名通知等） 

第９条 市長は、前条第１項の申請を受け付けたときは、指名通知書（様式第５号）を入

札参加希望者に交付するものとする。 

２ 市長は、当該案件に係る入札参加資格要件を満たしていないと認めるときは、非指名

通知書（様式第６号）を入札参加希望者に交付するものとする。 

３ 第１項の規定による指名通知を受けた者の指名は、公募型によらない指名競争入札に

おける指名回数に含めない。 

（開札） 



 

 

第10条 市長は、予定価格の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札した者

のうち、最低の価格をもって申込みをした者から落札候補者として順位を決定する。 

２ 開札時における落札候補者は、第１位の者から第３位の者まで決定するものとする。 

３ 市長は、落札候補者となるべき同価をもって入札した者が２者以上あるときは、くじ

により落札候補者の順位を決定するものとする。 

（審査及び落札決定） 

第11条 市長は、入札後、入札公告に示す入札参加資格要件に基づき、落札候補者が当該

要件を満たしていることの審査を行い、審査の結果、落札候補者が当該要件を満たして

いる場合は落札を決定し、満たしていないときは失格とする。 

２ 前条第２項及び前項の規定により、第１位の者から第３位の者までの落札候補者の審

査をした結果、落札者が決定しなかったときは、前条第２項及び第３項の規定を準用し

第４位以下の落札候補者を定め、順次審査を行うものとする。 

３ 市長は、前２項の規定による落札者及び失格者に対して、入札参加資格要件審査通知

書（様式第７号）を交付するものとする。 

４ 第１項及び第２項の規定により落札者が決定した場合は、次順位者の審査は行わない

ものとする。 

５ 第３項の規定による通知に不服がある者は、市長が指定する日までに説明の申し立て

を書面により行うことができる。 

６ 市長は、前項の説明の申し立てを受け付けたときは、速やかに申し立て内容を審査し、

書面により回答するものとする。 

（入札の執行等) 

第12条 第９条第１項の規定による指名通知を受けた者が当該入札を辞退しようとすると

きは、辞退届を提出しなければならない。 

２ 第８条に規定する書類に虚偽の記載を行った者又は入札時において第４条に規定する

入札参加資格要件を満たさなくなった者のした入札は、無効とする。 

３ 市長は、第１項及び第９条の規定により、入札参加者が１者となった場合においても、

入札を執行することができる。 

４ 市長は、前項の規定にかかわらず入札を中止した場合において、第５条第２項に掲げ

るもののほか、次のいずれかの取扱いを講ずることにより、再度公募型指名競争入札を

実施するができる。 

 ⑴ 当該発注工事の上下の等級に属する者を対象範囲とすること。 

 ⑵ その他入札参加資格要件を変更すること。 

５ 前項のいずれかの取扱いを採用するかどうかの判断については、選定委員会に諮った

上で決めるものとする。 

（準用） 

第13条 設計価格が1,000万円未満であって、公募型指名競争入札により実施するものにつ

いては、前各条の規定を準用する。この場合において、選定委員会に諮り定めるものに

ついては入札を執行する部署と事業を担当する部署とが協議の上定めるものとする。 

（補則） 

第14条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が選定委員会に諮った上で別に

定める。 

附 則（平成24年６月25日告示第106号） 

 この要綱は、平成24年７月１日から施行する。 

   附 則（平成25年10月９日告示第159号） 

 この要綱は、平成25年10月９日から施行する。 

   附 則（平成29年３月31日告示第 号） 

 この要綱は、平成29年４月１日から施行する。 



 

 

   附 則（平成30年６月７日告示第101号） 

この要綱は、告示の日から施行する。 



 

 

式第１号（第６条関係） 

 

入札参加資格要件審議依頼書 

 

年  月  日   

 

  選定委員会委員長 殿 

 

     部長         

 

  下記の件について、入札参加資格要件に係る審議をお願いします。 

１ 件 名  

２ 施 工 場 所  

３ 工 期      年  月  日(  )まで     日間 

４ 入札予定年月日 年  月  日 

５ 事 業 資 金 別 □ 国庫補助 □ 県補助 □ 市単独 □ その他（  ） 

６ 設 計 額             円 

７ 工 種  

８ 入札参加資格要件 

①格付等級 

 □Ａ級 

 □Ｂ級 

 □Ｃ級 

 

②建設業の許可区分 

□ 指定なし 

□ 特定 

 

③技術者資格要件 

必要な資格（                    ） 

 

④同種・類似工事の施工実績に関する事項 

□ 過去 年間の間に同種工事・類似工事の施工実績がある。 

 同種工事の定義： 

 類似工事の定義： 

 

⑤共同企業体による施工に関する事項 

 共同企業体の構成要件等 

（                      ） 

⑥その他 

（                      ） 

  担当課                電話番号 



 

 

様式第２号（第６条関係） 

  年  月  日 

 

 

           殿 

 

 

名護市建設工事等請負業者選定委員会 

委員長 副市長           

 

 

 

 

入札参加資格要件審議結果通知書 

 

 

 

      年  月  日付け依頼のあった入札参加資格要件に係る審議結果につい

て、下記のとおりとなりましたので通知します。 

 

 

記 

 

 １ 件 名：              

 

 ２ 入札参加資格要件 次のとおり 

  □ 原案のとおりとする。 

  □ 一部を変更又は訂正し、次のとおりとする。 

変更又は訂正内容 



 

 

様式第３号（第８条関係） 

公募型指名競争入札参加申請書 

 

 名護市長 殿 

 

所 在 地： 

商号又は名称： 

代表者氏名：              印 

 

下記工事に係る公募型指名競争入札に参加したいので、申請します。 

なお、本申請書の記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。 

 

記 

 

１ 工事名： 

 

２ 入札参加資格要件 

 入札参加資格要件 記入欄 

① 建設業法第３条第１項の規定による許可 
許 可 の 区 分 □ 特定建設業   □ 一般建設業 

許 可 の 有 効 期 限     年  月  日まで 

② 名護市入札指名人名簿に係る登録内容 
今 回 発 注 す る 工 種 に 

係 る 名 簿 登 録 
□ 有（等級  級）   □ 無 

③ 経営事項審査 有 効 期 限     年  月  日まで 

④ 配置予定技術者 配置予定技術者については3人まで登録可能です。(様式第3号関係別紙へ記入して下さい。) 

⑤ 
本市発注工事の受注状況 

（予定価格1,000万円以上のもの） 

受 注 状 況 

□ 繰越して工事を施工中 

□ 今年度発注工事を受注済 

□ 受注なし 

し ゅ ん 工 （ 予 定 ） 日     年  月  日 



 

 

受 注 中 の 工 事 の 進 捗 率     ％（    年  月  日時点） 

⑥ 
会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更正手続又は民事再生法（平

成11年法律第225号）に基づく再生手続中の有無 
□ 有   □ 無 

⑦ 過去３カ月間での不渡り等の発生 □ 有   □ 無 

⑧ 
現時点で、本市から指名停止の措置が課されている又は本市から文書によ

る改善指示を受け、これに伴う指名除外の措置を受けている。 
□ 有   □ 無 

 

 ３ 配置予定技術者に関する提出書類 

提出する書類にチェックを入れてください。 

□ 雇用が確認できる書類 

□ 資格者証の写し 

□ 専任技術者証明書の写し 

□ ＣＯＲＩＮＳの工事カルテ受領書及び受注時又は変更時工事カルテの写し（ＣＯＲＩＮＳ登録していない場合は、契約書の写し） 

※ 配置予定技術者に手持工事がある場合のみ 

 

備考１ 配置予定技術者の要件 

① 建設業法第26条第１項に基づく主任技術者又は同条第２項に基づく監理技術者の資格を有する者 

② 建設業者と配置予定技術者との間に、第三者の介入する余地のない雇用に関する賃金、労働時間、雇用、権利構成等の一定の権

利義務関係がある者 

③ 建設業者と入札執行日時点で３カ月以上の雇用関係がある者。ただし、６カ月以内に倒産した事業所に所属していた者を雇用し、

当該工事の配置予定技術者とする場合には、当該配置予定技術者の雇用期間が３カ月に満たない者を配置予定技術者として届け出

ることができる。 

④ 本工事が、技術者を専任で配置する必要がある場合（請負代金が建築一式工事で7,000万円以上、それ以外の工事で3,500万円以

上）には、他の工事に技術者として従事中でない者を配置しなければならない。ただし、他の従事中の工事の完成検査が入札日の

前日までに行われる場合には技術者として配置することができる。 

⑤ 本工事が、技術者を専任で配置する必要がない場合には、他の工事に技術者として専任で従事中でない者を配置しなければなら

ない。ただし、他の従事中の工事の完成検査が入札日の前日までに行われる場合には技術者として配置することができる。 

⑤ 建設業法第７条第２号の規定に基づく、営業所ごとに配置される専任の者でないこと。 

 

定期受付で今回の配置予定技術者を常勤の技術者として名護市に登録している場合におい

ても、これらの書類は必ず添付する必要があります。 



 

 

２ 注意事項 

① 病気、死亡、退職、その他発注者が必要と認める場合を除き、本工事の施工の際には原則としてこの様式により届出た技術者を

配置しなければなりません。 

② 技術者について本工事が現場への専任を要するものであるときは、次に該当する者は配置予定技術者として申請することはでき

ません。 

ア 他の工事現場に係る技術者等として配置されている者 

イ 建設業法に規定する全28工種において、営業所の専任技術者となっている者 

 

 

 

※ この様式は、入札参加資格要件に応じて適宜修正の上使用するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

様式第３号関係別紙 

 配置予定技術者記載欄 

 

 

配置予定技術者① 

配 置 予 定 者 氏 名  

雇 用 年 月 日     年  月  日 

資 格 の 種 類  

監 理 技 術 者 資 格 者 証 □ 有   □ 無 

監 理 技 術 者 講 習 修 了 証 □ 有   □ 無 

建設業全２８工種のいずれ

かで営業所の専任技術者 
□ 該当する   □ 該当しない 

手 持 ち 工 事 の 有 無 □ 有   □ 無 

手 持 ち 工 事 で の 現 場 

専 任 の 必 要 性 
□ 有   □ 無 

し ゅ ん 工 （ 予 定 ） 日     年  月  日 

 

 

配置予定技術者② 

配 置 予 定 者 氏 名  

雇 用 年 月 日     年  月  日 

資 格 の 種 類  

監 理 技 術 者 資 格 者 証 □ 有   □ 無 

監 理 技 術 者 講 習 修 了 証 □ 有   □ 無 

建設業全２８工種のいずれ

かで営業所の専任技術者 
□ 該当する   □ 該当しない 

手 持 ち 工 事 の 有 無 □ 有   □ 無 

手 持 ち 工 事 で の 現 場 

専 任 の 必 要 性 
□ 有   □ 無 

し ゅ ん 工 （ 予 定 ） 日     年  月  日 

 

 

配置予定技術者③ 

配 置 予 定 者 氏 名  

雇 用 年 月 日     年  月  日 

資 格 の 種 類  

監 理 技 術 者 資 格 者 証 □ 有   □ 無 

監 理 技 術 者 講 習 修 了 証 □ 有   □ 無 

建設業全２８工種のいずれ

かで営業所の専任技術者 
□ 該当する   □ 該当しない 

手 持 ち 工 事 の 有 無 □ 有   □ 無 

手 持 ち 工 事 で の 現 場 

専 任 の 必 要 性 
□ 有   □ 無 

し ゅ ん 工 （ 予 定 ） 日     年  月  日 

 



 

 

   

年  月  日  

 

受付簿 

 

 工 事 名：             

 工事場所：             

 入  札：      年  月  日（ ）    時 

 

№ 申請者名称 代表者 所在地 
電話番号 

FAX番号 

メール 

アドレス 

入札参

加資格

の有無 

１       

２       

３       

４       

５       

６       

７       

８       

９       

10       

11       

12       

13       

14       

15       

16       

17       

18       

19       

20       

 



 

 

様式第５号（第９条関係） 

名  第  号  

年  月  日  

 

         殿 

 

名護市長        

 

指名通知書 

 

 

 

  下記工事の公募型指名競争入札参加申請について、入札参加指名を通知いたします。 

 

 

記 

 

１ 工 事 名： 

 

２ 工 事 場 所： 

 

３ 工 期：自     年  月  日 

           至     年  月  日 

 

４ 入 札 日 時：    年  月  日（ ）   時  分 

 

５ 入 札 場 所： 

 

６ 入 札 保 証 金： 

 

７ 契 約 保 証 金： 

 

８ 支 払 条 件： 前払金   ％    既済部分払   回 

 

９ 最 低 制 限 価 格： 

 

10 予 定 価 格：       円（消費税込み） 

 

 

 

 

事業課 

名護市    課    係 

ＴＥＬ：        （内線  ） 

入札・契約についてのお問い合わせ 

名護市    課    係 

ＴＥＬ：        （内線  ） 

 



 

 

様式第６号（第９条関係） 

年  月  日 

 

         殿 

 

 

名護市長           

 

 

 

非指名通知書 

 

年  月  日付けで申請のありました公募型指名競争入札参加資格について

審査した結果、下記のとおり決定したので通知します。 

 

 

 

 

記 

 

 

  １ 工 事 名： 

 

  ２ 入 札 日：     年  月  日 

 

  ３ 非指名通知の理由 

 

   □ 名護市公告第 項第  号に規定する入札参加資格要件を満たしていないため 

 

   □ その他（                 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お問い合わせ先 

名護市    課    係 

ＴＥＬ：        （内線  ） 



 

 

様式第７号（第11条関係） 

年  月  日 

 

 

         殿 

 

 

名護市長           

 

 

 

入札参加資格要件審査通知書 

 

 

 

年  月  日付けで申請のありました公募型指名競争入札参加資格について

審査した結果、下記のとおり決定したので通知します。 

  なお、この通知について、不服がある場合は、説明の申し立てを市長に対して行うこ

とができます。説明の申し立てを行う者は、    年  月  日までに書面（任意）

により担当課に提出してください。 

 

 

記 

 

 

  １ 工 事 名： 

 

  ２ 入 札 日：     年  月  日 

 

  ３ 審査結果 

 

□ 落札者とする。 

 

□ 名護市公告第 項第  号に規定する入札参加資格要件を満たしていないため

失格とする。 

 

 

 

 

 

お問い合わせ先（担当課） 

名護市    課    係 

ＴＥＬ：        （内線  ） 

 



 

 

別紙（第７条関係） 

 

名護市公告第   号 

 

年  月  日 

 

名護市公募型指名競争入札の実施について 

 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項及び名護市公募型指名競争入札実施要

綱（平成23年告示第 号）に基づき、公募型指名競争入札を実施するため、次のとおり公

告します。 

 

 

名護市長        印 

 

 

 

１ 入札に付する事項 

１ 工 事 名  

２ 工 事 の 種 類  

３ 施 工 場 所  

４ 工 期 契約締結日の翌日(又は契約締結日) ～   年  月  日 

５ 概 要  

６ 入 札 日 時 年  月  日（  ）     時 

７ 入 札 場 所  

８ 
予 定 価 格 

（消費税込み） 
 

９ 最 低 制 限 価 格  

10 入 札 保 証 金  

11 契 約 保 証 金 
契約額の１０分の１以上。ただし、金融機関又は保証事業会

社の保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。 

12 申請書提出期限 年  月  日（  ）     時 



 

 

13 
工事内容に関する 

質 問 締 切 日 
年  月  日（  ）     時 

14 質問に対する回答 年  月  日（  ）     時 

15 指 名 通 知 日 年  月  日（  ） 

15 担 当 課  

 

 ２ 入札参加資格要件 

次に掲げる事項の全てを満たしていなければなりません。 

① 名護市内に本店を有する者であること。 

② 建設業法第３条第１項の規定による建設業の許可を受けていること。 

③     工事  級に登録されている者であること。 

④ 今年度（    年  月  日から  年  月  日の入札日までの間）に

本市発注の    工事（予定価格1,000万円以上のもの）を受注した者ではないこ

と。 

⑤ 前年度繰越により継続して本市発注の    工事を施工中の者ではないこと。

ただし、入札日の前日までに完成検査済みの者は除く。 

⑥ 地方自治法施行令第167条の４（一般競争入札の参加者の資格）に規定する者に該

当しない者であること。 

⑦ 配置しようとする技術者について、当該技術者と３カ月以上の雇用関係があるこ

と。 

⑧ 入札日までの間に、名護市指名停止等事務処理要綱に規定する指名停止の措置を

受けていない者であること。 

⑨ 名護市指名停止等事務処理要綱による警告等を受けた者であって、当該警告等に

基づき要求された内容を履行中の者でないこと。 

⑩ 入札参加資格に基づく改善要求を受けた者であって、当該要求内容が改善されて

いない者でないこと。 

⑪ 入札日において有効な総合評定値通知書（いわゆる経審）を受けている者である

こと。 

⑫ 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更正手続又は民事再生法（平成11

年法律第225号）に基づく再生手続中の者でないこと。 

⑬ 公告日の３カ月前から入札日までの間に不渡り等を生じていない者（前号に該当

するものを除く。）であること。 

 

 ３ 配付資料 

  ① 名護市公募型指名競争入札の実施について（公告文） 

  ② 公募型指名競争入札参加申請書 

  ③ 入札心得 

  ④ 入札書 

  ⑤ 質問書 

  ⑥ 特記仕様書 

⑦ 図面 



 

 

⑧ 位置図 

⑨ 数量総括表等 

 

 ４ 提出書類 

  次に掲げる書類を    年  月  日（  ）   時までに提出してください。

当該期限を過ぎて提出のあった者については受付を行いません。 

① 公募型指名競争入札参加申請書（様式第３号） 

② 配置予定技術者に係る書類 配置予定技術者の雇用確認ができる書類、資格者証

の写し及び専任技術者証明書（建設業法施行規則（昭和24年建設省令第14号）様式

第８号）の写し 

③ 配置予定技術者に手持工事が有る場合は、ＣＯＲＩＮＳの工事カルテ受領書及び

受注時又は変更時工事カルテの写し（ＣＯＲＩＮＳ登録していない場合は、契約書

の写し） 

 

 ５ 指名通知予定日 

   上記４の書類を提出後、入札参加資格要件を満たす者については    年  月 

日に指名通知を、入札参加資格要件を満たさない者については、その理由を付した非指

名通知書を送付します。 
 

 ６ 落札者の決定に関する事項 

入札後、落札候補者の順位を決定し、当該落札候補者の提出書類を確認します。 

当該落札候補者の提出した書類が上記２に掲げる入札参加資格要件を欠いた場合又は

書類に虚偽の記載を行っていると判断した場合は、当該落札候補者を失格とし、次の順

位の者の提出書類を確認します。 

  入札参加資格要件審査通知書を受けた者のうち、不服のある者については、説明の申

し立てを市長に対して行うことができます。説明の申し立てを行う者は、指定する日ま

でに書面（任意）により、担当課まで提出してください。 

 

 

 

 

 


